
保障措置の実施における
核物質管理センターの役割

平成30年3月22日

公益財団法人 核物質管理センター
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核物質管理センターとは
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核物質管理センターは、核物質管理に関する以下の事業の実施

を通じて、日本国内の核物質が平和目的にだけ利用され、核兵

器等に転用されていないことを確認する保障措置に関する重要

な業務を実施している公益財団法人です。

・調査研究及び技術開発

・指導、技術者の養成及び広報

・国際協力の推進

・情報処理業務

・保障措置検査等業務 等
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時代背景と沿革

1955（S30）.11 日米原子力協力（研究）協定締結

1955（S30）.12 原子力基本法公布

1957（S32）.7 国際原子力機関（IAEA）設立

1970（S45）.2 核不拡散条約（NPT）署名⇒保障措置協定締結の義務

1970（S45）.3 NPT発効

1972（S47）.4 核物質管理センター（NMCC）設立

1976（S51）.5 NPT批准

1977（S52）.3 保障措置協定に署名

1977（S52）.12 保障措置協定発効

1977（S52）.12 指定情報処理機関となる

1999（H11）.12 指定保障措置検査等実施機関となる

(S52～分析委託業務、検査用機器の較正・調整委託業務)

2012（H24）.4 公益財団法人へ移行
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核物質管理センターの活動（組織）

本部（東京）

東海保障措置センター

（茨城）
六ヶ所保障措置センター

（青森）

事業所：東京、茨城、青森

従業員数：163名（H30年2月）

従業員数：42名

業務内容：総務、経理、契約、
事業計画調整、監査等

従業員数：50名

業務内容：青森地区の施設
(六ヶ所再処理工場、六ヶ所
濃縮工場等)の保障措置検
査、分析

従業員数：71名
業務内容：

・青森地区を除く全国の施
設(発電所、加工施設等)
の保障措置検査、分析
・情報処理業務
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国際約束と国内制度

核不拡散条約（NPT）：1970年発効

日・IAEA保障措置協定：1977年発効
（＋追加議定書：1999年発効）

国内規制： 原子力基本法
原子炉等規制法等

二国間原子力協力協定
（米、英、仏、加、豪、中、ﾕｰﾗﾄﾑ、ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、
韓国、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾖﾙﾀﾞﾝ、露、ﾄﾙｺ、UAE、ｲﾝﾄﾞ）

・全ての核物質を保障措置の対象とする
・国内保障措置制度（独立検認含む）の維持
・保障措置手続きを定めた補助取極の作成

・IAEA保障措置の適用

・IAEAとの保障措置協定の締結
・全ての核物質に対しIAEA保障措置の受諾
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国内法（炉規法及び国規則）の要件

【事業者が実施することを規定】
①国際規制物資（核物質）を使用するために、許可を受ける（届け
出る）こと

②適切な管理ができるよう、計量管理規定を定め認可を受けること
③計量管理を行い、必要な記録を行うこと
④記録に基づき報告を行うこと
⑤国（及びIAEA）の保障措置検査を受けること

【国が事業者に対して実施することを規定】
①使用を許可する
②計量管理規定を認可する
③保障措置検査（立入り検査）を行う

【国が必要に応じて指定機関に実施させることができることを規定】
①情報処理業務
②保障措置検査等実施業務
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核物質管理に関するフロー、体制

核物質管理センター

指定保障措置検査等実施機関

・保障措置検査

・保障措置検査試料の分析

・保障措置検査等に関する調査研究

指定情報処理機関

・計量管理報告等の処理

・統計解析（MUF等）

・追加議定書報告情報の処理

外務省（不拡散・科学原子力課）

国際原子力機関（IAEA）

原子力施設／追加議定書に基づくその他の場所

二国間原子力
協力協定締約国

計量管理報告等
追加議定書報告

保障措置検査
保障措置査察

補完的なアクセス

保障措置協定に基づく申告
計量管理報告等
追加議定書申告

IAEA査察結果
の通報

保障措置実施に関する協議
合同委員会

全体会合、WG会合 等

協定に基づく報告等
年次報告（在庫、変動）

第三国移転

国内保障措置体制

原子力規制委員会（保障措置室）

規制当局
実施機関
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情報処理業務

国が収集する保障措置関連情報

計量管理報告 等
（ICR、MBR、PIL、OCR等）

設計情報、施設附属書
計量管理規定

保障措置検査
関連情報

追加議定書関連情報

情報処理

情報整理・解析システム

保障措置情報
整理システム

保障措置情報
解析システム

データベース管理システム

データベース

情報整理

・設計情報等の整理
・計量管理情報の整理
・供給当事国別情報の整理
・少量国際規制物資情報の整
理
・IAEA保障措置実施情報の整
理
・保障措置情報整理システムの
維持と改良
・追加議定書関連情報の整理

情報解析

・化学分析、非破壊測定に関す
る検査側データと施設側デー
タとの二者比較検定
・測定誤差の評価
・在庫差（MUF）解析
・保障措置情報解析システムの
維持と改良
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情報処理件数

報告事業者数：約2,100（2016年時）
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保障措置検査等実施業務

保障措置検査

実施指示書

結果の通知

施設等への立入り 帳簿等の検査
封印等の取付け
非破壊検査 等

提出試料

封印・監視データ
の収集

監視データ
の確認

技術向上

報告

核燃料物質等
試料の分析

調査研究その他の業務
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保障措置検査の実施風景

帳簿検査 員数検査 非破壊検査

試料提出
（試料採取）

封印・監視

【D情報】



12

六ヶ所再処理工場における保障措置査察システム

保障措置査察システムは、再処理工程を随時的確に監視するもの。
①再処理事業を妨げることないよう事業者への負担を最小化。
②保障措置検査に係る国及びIAEAの負担（査察官数など）の最小化。

ｵﾝｻｲﾄﾗﾎﾞ

試
料
分
析

受入れ・貯蔵 剪断・溶解 分離 精製 脱硝 製品貯蔵

査察官室

試料
採取

使用済燃料移動確認用

使用済燃料せん断確認用

自動試料サンプリング装置

統
合
封
じ
込
め
／

監
視
シ
ス
テ
ム

溶液監視システム

試料ジャグ通過検出器

近実時間計量（NRTA）の適用

①ウラン・プルトニ
ウムキャニスター測
定システム

②ウラン・プルトニ
ウム製品統合封じ
込め監視システム
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試料の分析（東海保障措置センター）

東海保障措置センター
新分析棟

バルク状の核物質（粉末や液体状の核物質）
を取り扱う濃縮、燃料加工、再処理の核燃料
サイクル施設（六ヶ所再処理工場を除く）等に
て採取された試料の分析

グローブボックス 質量分析計
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試料の分析（六ヶ所：オンサイトラボ(OSL)）

Hot Cells

Gloveboxes & MSs

ｵﾝｻｲﾄﾗﾎﾞ（OSL）

OSLは、六ヶ所再処理工場分析建屋の地上１階、地下１・２階の一部に設置してお
り、保障措置検査試料の分析を実施。
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保障措置検査実績（人日）

保障措置検査対象施設数：309（2016年時）
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理解促進・技術者養成

国際規制物資の申請、報告に関する講習会

核物質管理に関する理解促進、技術者養成のため、保障措置及び核物質
防護に関するセミナーや国際規制物資の使用、計量報告等に関する講習
会を開催。

参考URL
http://www.jnmcc.or.jp/seminar/
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IAEA・原子力規制委員会との会合
【D情報】

会合等 実施時期
JCM（Joint Committee Meeting） 3月

プレナリー 12月
福島TF 4,9月

核物質共同分析技術レビュー会合 9月

SG統計手法技術会合 10月
JNC-1WG会合 5,10月

ｳﾗﾝ加工,濃縮WG会合 11月

State-level WG会合 5,10月

RRP技術会合、J-MOX技術会合 5,11月
MSSP会合、JASPAS会合 2月
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今後の保障措置上の重点事項

・原子力発電所、東海再処理工場など廃止を迎える施設に対する
保障措置の実施への対応

＊軽水炉における廃止措置の完了
・全ての核燃料物質の搬出
・主要な機器が取り外され、施設としての機能の喪失
・最終的な廃止措置の完了は、追加議定書に基づく補完的な
アクセスによって確認

・六ヶ所再処理工場、大型MOX燃料加工工場の竣工に伴う保障措
置検査等への対応
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